産開研資料№119　関西企業の事業活動基盤に関する調査研究－関西中堅企業の事業展開と地域戦略－　補足資料

産開研資料№１１９
関西企業の事業活動基盤に関する調査研究－関西中堅企業の事業展開と地域戦略－

補足資料

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成23年２月

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪産業経済リサーチセンター

１．はじめに

本資料は、大阪府立産業開発研究所が平成21年度に実施した「関西企業の事業活動基盤に関す
　る調査研究－関西中堅企業の事業展開と地域戦略－」の調査内容を補足するため、同調査において
行った企業アンケート調査データをもとに、大阪府内に本社を置く中堅製造企業（以下、大阪企
業）における販売、仕入れ、外注などいわゆる商取引面や人材確保面の活動状況、さらに、関西で
事業展開を行う中で地域的優位性や魅力を感じる項目などについて追加分析を行ったものである。
２．商取引活動の状況
　　企業は販売、仕入れ、外注などいわゆる商取引活動を行って収益性を確保し、自らの存続・発展
を図るが、その際、最も有利な地域との取引を拡大し、逆に不利な地域との取引を縮小していくと
考えられる。ここでは、大阪の産業集積の中で活動する中小製造企業の今後の受注確保のための課
題を検討するため、仕入れ、外注については、大阪企業だけではなく、関西の他府県内に本社を置
く中堅製造企業（以下、他府県企業）からの回答データも加えて、関西の中堅製造企業の大阪府内
事業所との取引関係について分析する。
（１）販売活動
大阪企業において、最近５年間で自社の地域別販売額の割合が最も拡大した地域として回答の多かった上位３地域（首都圏、大阪府、中京圏）と、逆にこの間に販売額の割合が最も縮小した地域とをクロス集計すると、図表２－１のように、大阪府の事業所への販売額の割合を拡大した企業の中には、首都圏や中京圏の事業所への販売額の割合を縮小した企業もみられる。
しかし、拡大した地域として最も回答数の多かった首都圏の事業所への販売額や、中京圏の事業所への販売額の割合を高めた企業は、大阪府の事業所への販売額の割合を低下させた企業が多い。このように、府外への販売額の割合を拡大し、府外需要を獲得していこうとしている大阪企業が多い。

　　　　図表２－１　最近５年間に最も販売額の割合が拡大した地域と縮小した地域（％）
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(注)Ｎ＝有効回答数。以下同じ。
　
販路確保が可能な製品づくりをするには、仕入れや外注活動を効果的に行っていくことが重要で

ある。以下では、大阪企業からの回答データだけではなく、他府県企業からの回答データも加えて、

関西の中堅製造企業の大阪府内事業所との仕入れ及び外注活動について検討する。
（２）仕入活動

　最近５年間の原材料・既成部品などの仕入額の地域別割合において「大阪府」の事業所からの仕
入額の割合を最も拡大した企業について、その拡大の背景となった要因をみると、図表２－２－１
のように、大阪企業は「自社の工場に近い」とする回答が最も多く、次いで品質、納期、価格面の
対応力を、また他府県企業では、価格、品質、納期、ロット面の対応力を要因としてあげる企業が
多い。
　　　　　　図表２－２－１　大阪府内の事業所からの仕入額の割合拡大の背景
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（注）最近５年間の自社の地域別仕入額において「大阪府」からの仕入額の割合が最も拡大した企業からの回答。
複数回答。

　しかし、その一方で、最近５年間の自社の地域別仕入額において「大阪府」からの仕入額の割合
が最も縮小した企業もみられる。こうした企業が逆にどの地域からの仕入額の割合を最も拡大した
かについてみると、図表２－２－２のように、大阪企業では「海外」という企業が最も多く、次い

で「首都圏」という企業が多い。また他府県企業では、回答数が少ないが、「本社がある府県」や

「首都圏」が上位にあがっている。
　　　　　　図表２－２－２　最近５年間に仕入額の割合が最も拡大した地域
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（注）最近５年間の自社の地域別仕入額において「大阪府」からの仕入額の割合が最も縮小した企業からの回答。

　またこうした企業が、｢大阪府｣からの仕入額の割合を縮小させる一方で、図表２－２－２に示し

た地域などからの仕入額の割合を拡大させる背景となった要因をみると、図表２－２－３のように、
大阪企業では価格、品質面の対応力が、他府県企業では、回答数が少ないことに留意する必要があ
るが、品質、価格、納期面の対応力が上位にあげられている。
　　　　　　　図表２－２－３　最近５年間に仕入額の割合が最も拡大した背景
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（注）最近５年間の自社の地域別仕入額において「大阪府」からの仕入額の割合が最も縮小した企業からの回答。

こうした企業が、逆に自社の地域別仕入額を最も拡大した地域について、その拡大の背景となった要因をあげ

たもの。複数回答。

（３）外注活動

　次に、外注活動（仕様を指定して発注する取引）の状況を分析する。現在最も多く外注費を支払
っている地域を「大阪府」と回答した企業について、「大阪府」への外注費の支払いが最も多い理
由をみると、図表２－３のように、大阪企業では自社工場や本社との近接性、短納期対応が上位に
あがっているが、他府県企業では品質の良さ・安定性、短納期対応、費用の安さが上位にあがって
いる。

　
　このように、大阪の中堅製造企業は、販路を府外に拡大しているが、製品づくりを行うための仕
入れや外注の取引基盤は、自社工場や本社に近い大阪に置いているケースが多く、大阪の製造業の
集積が事業活動を支えている。また、大阪府外の関西の中堅企業においても、大阪の事業所から仕
入れを行う企業や大阪の事業所へ外注を行う企業が少なくない。こうした背景には、発注先の大阪
の事業所の品質、コスト(価格)、納期面の対応力が評価されているという要因がある。しかしその
一方で、大阪企業であっても、価格や品質などの面で取引上有利であれば、府内からの仕入れの割
合を縮小し、府外からの仕入れの割合を拡大している。

　府内中小製造企業の存続・発展のためには、中堅製造企業からの受注のポイントとなっている品

質、納期、コスト面の管理能力などの対応力を一層向上させていくことが重要となっている。
          　　　　図表２－３　大阪府への外注費の支払いが最も多い理由

[image: image5.emf]0 10 20 30 40 50 60

その他

提案力に優れている

自社の研究開発拠点に近い

自社の物流拠点に近い

業者が集積している

幅広い品種に対応できる

費用が安い

加工数量への対応が柔軟である

品質が良い･安定している

短納期対応ができる

自社の本社に近い

自社の工場に近い

（％）

大阪企業（N:270）

他府県企業（N:40）


（注）現在最も多く外注費を支払っている地域を「大阪府」とした企業からの回答。複数回答。
　　
３．大阪企業における人材確保活動の状況

　次に、大阪企業における人材確保活動の状況を、企業規模(従業者規模)別、主要取扱品目別など
の視点から分析する。
（１）関西圏での正社員の採用状況

　最近５年間に採用した正社員のうち、採用前に関西圏に在住していた人（関西圏にある学校への

通学者を含む）の割合は、図表３－１のように、規模が小さい企業ほど、高くなる傾向にある。従
業者数200人以上の企業の約２割は、採用した正社員の半分以上を関西圏外で確保している。この
要因のひとつとして、規模が大きい企業では関西圏外の事業所に勤務する従業者が多く、現地採用
を行っていることがあげられよう。
　　　　　　　　　図表３－１　採用した正社員全体に占める関西圏在住者の割合
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企業規模

0割～2割未満 2割～5割未満 5割～8割未満 8割～10割 合計

200人以上（N：43） 2.3% 16.3% 39.5% 41.9% 100.0%

100～199人（N：134） 3.7% 13.4% 18.7% 64.2% 100.0%

50～99人（N：248） 8.5% 8.1% 8.5% 75.0% 100.0%

49人以下（N：56） 7.1% 7.1% 1.8% 83.9% 100.0%

全体（N：482） 6.4% 10.2% 13.3% 70.1% 100.0%


(注)「全体」には、従業者数が無回答の企業が含まれているため、規模別の回答数合計と｢全体｣の回答数とは一致しな
い。以下同じ。
（２）採用した正社員全体に占める関西圏在住者の割合の変化
　うえの（１）の関西圏での正社員の採用割合について、それより前の５年間（今から６～10年
前）と比べると、図表３－２－１のように、「横ばい」の企業が８割を超えるが、「高まっている」
企業の割合の方が「低下している」企業の割合よりもわずかに低い。

　　　図表３－２－１　採用した正社員全体に占める関西圏在住者の割合の変化（Ｎ：472）
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　関西圏からの採用者の割合が「高まっている」企業と「低下している」企業の回答数が少ないた
め、留意が必要であるが、それぞれの変化要因をみると、まず「高まっている」企業については、
図表３－２－２のように、「関西圏での求人応募者の増加」をあげる企業が多い。

　　 図表３－２－２　正社員採用者に占める関西圏在住者の割合の向上要因（Ｎ：39）
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(注)複数回答
逆に、関西圏からの採用者の割合が「低下している」企業については、図表３－２－３のように、

「関西圏での求人応募者の減少」が多いが、「その他」の要因も多い。「その他」の要因としては、
「技術力、ノウハウをもった人材の減少」「求人方法の変化(インターネット等)」「関西圏外からの
応募があった」「首都圏の強化」「首都圏に新たな拠点ができたため、従業員も増加した」「中京圏
への工場移転」「生産拠点の海外への移転」などがあげられている。
　　　　図表３－２－３　正社員採用者に占める関西圏在住者の割合の低下要因（Ｎ：44）
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(注)複数回答

（３）自社にとって必要な人材の関西圏での確保状況
　自社にとって必要な人材の関西圏での確保状況についてみると、図表３－３のように、こうした

人材は、関西圏で「十分確保できている」または「ほぼ確保できている」という企業が多い。また、
企業規模別にみると、規模が大きくなるほど、必要な人材確保が「十分できている」という比率は
低下するものの、企業規模に関わらず、「必要な人材確保ができていない」という比率は高くはな
い。
　　　　　　　　図表３－３　自社にとって必要な人材の関西圏での確保状況
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200人以上（N：43） 9.3% 79.1% 11.6% 0.0% 100.0%

100～199人（N：141） 17.7% 66.0% 16.3% 0.0% 100.0%

50～99人（N：260） 26.5% 58.5% 13.5% 1.5% 100.0%

49人以下（N：59） 32.2% 50.8% 15.3% 1.7% 100.0%

全体（N：504） 23.2% 61.5% 14.3% 1.0% 100.0%


（４）今後の事業活動において人材不足が予想される事業活動
　今後５年間の事業展開において、人材不足が予想される事業活動を企業規模別にみると、図表３
－４－１のように、企業規模に関わらず、「研究開発機能の拡充」「販売網の拡充」が多くあげられ
ている。また、従業者数49人以下では「人材不足は考えられない」という企業の比率が、他の規
模に比べて高い。
　主要取扱品目別にみると、回答数が少ない品目もあり、留意が必要であるが、図表３－４－２の
ように、「研究開発機能の拡充」については、化学製品と繊維・衣服の回答比率が他業種に比べて
高く、印刷・同関連と食料品の回答比率が低い。一方、「販売網の拡充」については、印刷・同関
連の回答比率が他業種に比べて高く、金属製品(加工)と機械器具・部品の回答比率が低い。

　　　図表３－４－１　今後の事業活動において人材不足が予想される事業活動（企業規模別）
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200人以上（Ｎ：44）

40.9% 27.3% 15.9% 13.6% 20.5% 25.0% 2.3% 25.0%

100～199人（Ｎ：137）

42.3% 38.0% 17.5% 13.9% 15.3% 13.9% .7% 18.2%

50～99人（Ｎ：256）

34.0% 34.4% 22.7% 17.2% 10.2% 7.8% 1.2% 23.8%

49人以下（Ｎ：53） 32.1% 20.8% 17.0% 20.8% 13.2% 5.7% 5.7% 30.2%

全体（Ｎ：489）

36.8% 33.3% 19.8% 16.4% 12.9% 10.8% 1.6% 23.3%


（注）複数回答。塗りつぶしたセルは、30％以上の回答率。
図表３－４－２　今後の事業活動において人材不足が予想される事業活動（主要取扱品目別）
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食料品（Ｎ：40）

25.0% 35.0% 22.5% 27.5% 12.5% .0% .0% 30.0%

繊維・衣服（Ｎ：37）

51.4% 40.5% 24.3% 13.5% 21.6% 24.3% 2.7% 13.5%

印刷・同関連（Ｎ：43）

18.6% 46.5% 9.3% 18.6% 14.0% 7.0% .0% 30.2%

金属製品(加工)（Ｎ：142）

33.1% 23.2% 21.8% 19.0% 10.6% 7.7% 2.1% 24.6%

機械器具・部品（Ｎ：91）

44.0% 25.3% 16.5% 16.5% 13.2% 14.3% .0% 20.9%

プラスチック製品（Ｎ：36）

41.7% 41.7% 25.0% 13.9% 11.1% 16.7% 2.8% 16.7%

化学製品（Ｎ：46）

63.0% 43.5% 21.7% 8.7% 13.0% 15.2% .0% 15.2%

その他（Ｎ：51） 19.6% 41.2% 21.6% 9.8% 11.8% 7.8% 5.9% 29.4%

全体（Ｎ：489）

36.8% 33.3% 19.8% 16.4% 12.9% 10.8% 1.6% 23.3%


（注）図表３－４－１と同じ。
（５）今後の事業活動において必要ではあるが、獲得しにくい人材
　今後の事業展開において必要ではあるが、獲得しにくい人材を企業規模別にみると、図表３－５－１のように、従業者数50人以上では「設計・開発技術者」をあげる企業の比率が最も高く、特に100人以上で高い。49人以下では「生産管理技術者」をあげる企業の比率が最も高く、また50～199人でも「設計・開発技術者」とともに「生産管理技術者」をあげる企業の比率が高い。

　図表３－５－１　今後の事業活動において必要ではあるが、獲得しにくい人材（企業規模別）

[image: image13.emf]　　　　　　　　人材
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ザイナー

知財管理

担当者

その他 特になし

200人以上（Ｎ：44）

50.0% 15.9% 13.6% 13.6% 15.9% 11.4% 6.8% 6.8% 4.5% 2.3% 4.5% 20.5%

100～199人（Ｎ：136）

48.5% 36.0% 19.9% 18.4% 21.3% 8.1% 11.8% 5.1% 1.5% 3.7% .7% 10.3%

50～99人（Ｎ：258）

42.6% 41.9% 26.4% 19.8% 17.4% 5.8% 3.9% 6.6% 3.1% 4.3% .4% 12.8%

49人以下（Ｎ：58） 32.8% 37.9% 13.8% 25.9% 22.4% 6.9% 5.2% .0% 12.1% 1.7% .0% 17.2%

全体（Ｎ：498）

43.6% 37.3% 21.9% 19.7% 18.9% 7.0% 6.6% 5.4% 3.9% 3.6% 1.0% 13.5%


（注）図表３－４－１と同じ。
　主要取扱品目別にみると、図表３－５－２のように、「設計・開発技術者」をあげる比率は、特に、機械器具・部品、化学製品で高い。また、金属製品(加工)とプラスチック製品は、「設計・開発技術者」とともに、「生産管理技術者」をあげる企業の比率が高い。食料品でも「生産管理技術者」、印刷・同関連では「営業・販売担当者」、繊維・衣服では「生産工程作業者」をあげる企業の比率が高い。
　図表３－５－２　今後の事業活動において必要ではあるが、獲得しにくい人材（主要取扱品目別）
[image: image14.emf]　　　　　　　　　　　人材
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食料品（Ｎ：40） 22.5% 42.5% 22.5% 27.5% 27.5% 7.5% 2.5% 5.0% 5.0% 12.5% .0% 17.5%

繊維・衣服（Ｎ：39）

28.2% 25.6% 25.6% 25.6% 30.8% 7.7% 10.3% .0% 17.9% 2.6% .0% 7.7%

印刷・同関連（Ｎ：42）

14.3% 19.0% 33.3% 23.8% 21.4% 7.1% 9.5% 4.8% 9.5% 4.8% .0% 19.0%

金属製品(加工)（Ｎ：145）

46.9% 47.6% 19.3% 17.2% 21.4% 8.3% 3.4% 7.6% .7% 3.4% 1.4% 12.4%

機械器具・部品（Ｎ：89）

69.7% 34.8% 19.1% 15.7% 16.9% 5.6% 13.5% 5.6% 1.1% .0% .0% 11.2%

プラスチック製品（Ｎ：36）

47.2% 47.2% 30.6% 19.4% 13.9% 11.1% .0% .0% 5.6% 8.3% 5.6% 5.6%

化学製品（Ｎ：48）

54.2% 31.3% 22.9% 16.7% 10.4% 4.2% 8.3% 6.3% 2.1% 2.1% .0% 10.4%

その他（Ｎ：53） 26.4% 35.8% 17.0% 13.2% 17.0% 3.8% 3.8% 7.5% 1.9% 1.9% .0% 22.6%

全体（Ｎ：498）

43.6% 37.3% 21.9% 18.9% 19.7% 7.0% 6.4% 5.4% 3.8% 3.6% .8% 13.5%


（注）図表３－４－１と同じ。
　このように、大阪企業は自社に必要な人材を関西でほとんど確保できており、正社員採用者に占め
る関西圏在住者の比率も低下した企業は少ない。しかし、「研究開発機能の拡充」「販売網の拡充」な

どの今後の事業活動において人材不足を予想している企業が少なくなく、また、「設計・開発技術者」

｢生産管理技術者｣などを「今後の事業展開において必要ではあるが、獲得しにくい人材」としてあげ

る企業が多い。今後、こうした事業活動において必要となる人材を着実に確保・育成していくことが
企業にとっても、また地域にとっても大きな課題である。
４．関西において事業を展開する中で地域的優位性や魅力を感じる項目

　最後に、大阪企業が関西において事業を展開する中で感じている地域的優位性や魅力について分析
する。
（１）人材確保・育成面で感じる関西圏の優位性
　人材の確保・育成を行ううえで、他地域に比べて関西圏が優位と感じている点についてみると、図表４－１のように、回答企業全体では、「交通が便利で通勤圏が広い」をあげる企業が最も多く、次いで「大学・大学院の数が多い」の順となっている。

企業規模別にみると、規模が小さくなるほど、「交通が便利で通勤圏が広い」「熟練した人材を確保しやすい」をあげる企業の比率が高まり、規模が大きくなるほど、「大学・大学院の数が多い」「入社後の定着率が高い」をあげる企業の比率が高まっている。

　　　　　図表４－１　人材確保・育成面で関西圏が優位と感じる点（企業規模別）
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技術者を
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その他

200人以上（Ｎ：38）

47.4% 52.6% 26.3% 23.7% 2.6% 15.8% 18.4% 15.8% 15.8% 13.2% 2.6% 13.2% 7.9% 2.6%

100～199人（Ｎ：121）

54.5% 39.7% 24.0% 19.8% 14.0% 15.7% 10.7% 7.4% 9.9% 3.3% 9.9% 3.3% 1.7% .8%

50～99人（Ｎ：223）

53.4% 25.6% 22.0% 20.2% 17.0% 15.2% 10.3% 8.5% 7.6% 7.6% 5.8% 2.7% 4.5% 2.7%

49人以下（Ｎ：50） 78.0% 8.0% 18.0% 10.0% 22.0% 12.0% 10.0% 6.0% 8.0% 12.0% 8.0% 2.0% .0% 2.0%

全体（Ｎ：433）

55.9% 30.0% 22.6% 19.2% 15.5% 15.0% 11.1% 8.5% 9.0% 7.4% 6.9% 3.7% 3.5% 2.1%


（注）図表３－４－１と同じ。
（２）事業展開をする中で関西圏の魅力として感じる項目
また、事業展開をする中で関西圏の魅力として感じる項目についてみると、図表４－２のように、
「従業員の通勤・居住のしやすさ」が企業規模に関わらず、最も多くあげられている。

第２位には、回答企業全体、また従業者数199人以下の企業では「物流拠点機能の高さ」があげら
れているが、200人以上では「同業者や関連業者の集積の厚さ」となっており、規模の大きい企業で
産業集積を魅力として感じている企業の比率が高い。
　「欲しい人材の確保のしやすさ」も、回答企業全体及び99人以下の企業では第３位の「同業者や
関連業者の集積の厚さ」に次いで第４位、さらに100人以上の企業では第３位にあげられており、
関西で事業活動を行ううえでの魅力と感じている企業が多い。また、「人材育成のしやすさ」も、回
答企業全体及びいずれの企業規模でも第８位にあげられており、魅力を感じている企業の方が感じて
いない企業よりも多い。
図表４－２　関西の魅力として感じる項目
[image: image16.emf]従業員の通
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Ｎ 44 43 44 44 43 44 44 44 44

平均値 3.77 3.26 3.41 3.27 3.26 3.11 3.25 3.11 3.00

Ｎ 141 140 140 140 139 140 140 138 140

平均値 3.81 3.50 3.26 3.29 3.29 3.27 3.10 3.18 3.19

Ｎ 254 250 256 251 253 253 253 251 252

平均値 3.78 3.41 3.36 3.25 3.21 3.22 3.19 3.12 3.10

Ｎ 58 57 59 57 58 58 58 57 57

平均値 3.69 3.37 3.31 3.23 3.17 3.09 3.12 3.11 3.05

Ｎ 499 492 501 494 495 497 497 492 495

平均値 3.78 3.42 3.33 3.26 3.23 3.21 3.16 3.14 3.11



製品開発や

企画のしや

すさ



情報発信機

能の高さ



対事業所

サービス業

の集積の厚

さ



産学連携に

意欲的な大

学の多さ



アジアとの

経済的なつ

ながりの強

さ



次世代産業

の集積の進

行



非合理的な

商慣習の少

なさ



土地や建物

の購入や賃

借費用の安

さ

Ｎ 43 44 42 44 44 44 44 44

平均値 2.86 3.14 3.07 3.00 2.95 2.82 2.80 2.73

Ｎ 140 140 137 140 140 140 139 140

平均値 3.11 3.07 3.03 3.09 3.05 2.96 2.93 2.78

Ｎ 254 252 250 251 249 251 252 252

平均値 3.10 3.08 3.08 2.96 2.91 2.97 2.97 2.65

Ｎ 58 58 55 57 57 56 55 57

平均値 3.10 3.00 3.13 3.00 2.95 2.82 2.82 2.61

Ｎ 497 496 486 494 492 493 492 495

平均値 3.08 3.07 3.07 3.01 2.96 2.94 2.92 2.68

　　　　　　　項目

企業規模

200人以上

100～199人

50～99人

49人以下

全体

　　　　　　　項目

企業規模

200人以上

100～199人

50～99人

49人以下

全体


（注）魅力が「非常に大きい」＝５点、「大きい」＝４点、「どちらともいえない」＝３点、「あまりない」＝２点、
「まったくない」＝１点として回答を求めた。

　　塗りつぶしたセルは、人材の確保・育成に関係する項目。
　大阪企業の多くは「交通が便利で通勤圏が広い」「大学・大学院の数が多い」ことなどを人材の確

保面での関西の地域的優位性と感じており、また事業活動を展開する中で、「同業者や関連業者の集

積の厚さ｣といった関西の産業集積とともに、「従業員の通勤・居住のしやすさ」「欲しい人材の確保

のしやすさ｣なども魅力として感じており、関西の人材供給機能への評価は高い。しかし、「先端技

術に関する技術者の確保しやすさ｣に関しては地域的優位性を感じている企業は少なく、今後研究開
発活動を強化していく企業などが増えていく中で、より高度な課題への解決能力をもつ人材の供給・
育成機能を地域としてさらに高めていくことが重要である。
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